
証券コード　6916
平成25年９月10日

株 主 各 位
石 川 県 金 沢 市 桜 田 町 三 丁 目 10 番 地

株式会社アイ・オー・データ機器
代表取締役社長 細 野 昭 雄

第38期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第38期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席賜りますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することが

できますので、後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、お手数ながら
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25年
９月25日（水曜日）午後５時45分までに到着するように折り返しご送付
くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成25年９月26日（木曜日）午前10時
2. 場 所 石川県金沢市桜田町二丁目84番地

本社第２ビル ６階ホール
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1.

2.

第38期（平成24年７月１日から平成25年６月30日まで)
事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および
監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
第38期（平成24年７月１日から平成25年６月30日まで)
計算書類報告の件

決 議 事 項
第 １ 号 議 案 剰余金の処分の件
第 ２ 号 議 案 取締役６名選任の件
第 ３ 号 議 案 監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。
2. 株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類の内容に

ついて、株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じた場合には、書面の郵送により、
または当社ホームページ（http://www.iodata.jp/）において掲載することに
より、お知らせいたします。
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提供書類

事 業 報 告

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

１．企業集団の現況に関する事項

　(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政権交代を境に円高修正や株

高が進み、回復気運は高まりましたが、長期化する世界経済の停滞によ

る影響を受け、厳しい状況で推移しました。

　当社グループに関係するデジタル家電市場におきましても、スマート

フォンやタブレット端末の普及は本格期を迎え、関連市場は盛り上がり

を見せましたが、パソコン関連需要の長期停滞傾向が続く中、地上デジ

タル放送移行後のＴＶ関連需要の急収縮が重なり、市場全般には厳しい

状況が続きました。

　このような状況のもと、当社グループは、成長性と安定的な収益性の

確立を目指し、スマートデバイス関連分野を中心に、ビジネスシーンや

ライフスタイルを変える新提案を展開し需要創造に努めましたが、パソ

コンおよびＴＶ周辺需要の冷え込みによる減収を補うには至らず、売上

高は前連結会計年度の実績を下回りました。

　利益面につきましては、製品価格の下落と在庫調整による影響から第

１四半期には損失を計上しましたが、その後の徹底した原価低減や経費

削減、採算性を重視した製品展開や販売方針等の諸施策が奏功し、第２

四半期以降は四半期毎に利益を積み重ね、営業利益、経常利益は前連結

会計年度の実績を上回りました。しかしながら、当期純損益については、

厳しい経営環境と業績進捗を踏まえ、当連結会計年度において希望退職

者募集等の経営合理化策を決定し、事業構造改善費用４億12百万円を特

別損失に計上したほか、繰延税金資産の一部を取り崩し、２億95百万円

を法人税等調整額に計上した影響により、損失を計上する結果となりま

した。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は366億71百万円（前期比4.9％

減）、営業利益は６億24百万円（前期比187.7％増）、経常利益は５億33百

万円（前期比44.9％増）、当期純損失は３億56百万円（前期は３億64百万

円の当期純利益）となりました。
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　当連結会計年度の営業の概況を部門別に説明いたします。

　[増設メモリボード部門]

　メモリボードは、パソコンの初期搭載容量の増加による増設需要の減

少が続いており、売上高は前連結会計年度の実績を下回りました。メモ

リカード、ＵＳＢメモリ等のフラッシュ製品は、高速規格ＵＳＢ３.０に

対応するＵＳＢメモリを中心に拡販に努めましたが、低価格化が進行し、

売上高は前連結会計年度の実績を下回りました。この結果、増設メモリ

ボード部門の売上高は24億49百万円（前期比19.3％減）となりました。

　[ストレージ部門]

　ＴＶ録画用途に特化した高機能モデルや、落下や衝撃からデータを守

るＧセンサー搭載の耐衝撃ポータブルハードディスク等の新提案を開始

しましたが、ＴＶの販売不振の影響を受け、主力の録画用途の汎用ハー

ドディスクの販売は伸び悩み、売上高は前連結会計年度を下回る133億19

百万円（前期比9.8％減）となりました。

　[液晶部門]

　前連結会計年度に拡充を進めたＬＥＤバックライト採用の低消費電力

モデルや、解像度の低い映像も美しく再現する「超解像技術」を搭載し

た新シリーズの拡販に注力しましたが、案件需要の低迷と地上デジタル

チューナー搭載モデルの減収が響き、売上高は前連結会計年度を下回る

52億57百万円（前期比9.1％減）となりました。

　[周辺機器部門]

　マルチメディア関連製品、デジタル家電関連製品については、高画質

な地上デジタル放送をスマートフォンやタブレット端末で視聴する等の

新提案を強化しましたが、全般的には移行需要の一巡による地上デジタ

ルチューナー分野の減収が大きく響き、売上高は前連結会計年度を大幅

に下回りました。

　ネットワーク製品については、スマートデバイスとの接続連携や家庭

内のＡＶ機器間のコンテンツ視聴に、また、法人向けのデータ保全分野

等に最適な提案を目指して、無線ＬＡＮ製品やＮＡＳを中心に新製品の

導入と新機能開発を進め販売台数は伸張しましたが、低価格化の進行に

より、売上高は前連結会計年度の実績に僅かに及びませんでした。新た
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に規格値にて従来の約11.5倍もの高速化を実現する次世代無線ＬＡＮ規

格「11ac」技術を搭載したラインナップを開始した他、スマートフォン

用に遠隔監視用のネットワークカメラのシリーズ展開を開始しました。

ＮＡＳでは法人向けに高信頼性を追求した機能サービスの拡張をおこな

うとともに、人気のクラウドストレージサービス「Dropbox」や「Amazon

S3」との連携を実現。家庭向けに世界初となるDTCP＋技術を利用し、著

作権保護されたデジタル放送の録画番組を外出先のモバイル機器から楽

しむことができるＮＡＳの新モデル『RECBOX＋REMOTE』も発売しました。

　以上の結果、周辺機器部門の売上高は73億35百万円（前期比20.3％減）

となりました。

　[特注製品部門]

　デジタル家電関連や通信事業者向け等へのＯＥＭ製品販売が好調に推

移し、売上高は40億15百万円（前期比14.8％増）となりました。

　[その他の部門]

　自社製品のラインナップを補完する電子部品ならびに他社商品の販売

が好調に推移し、売上高は42億93百万円（前期比90.3％増）となりまし

た。サムスン電子社製ＳＳＤ（フラッシュメモリを使用した記憶装置）

の販売が伸張した他、新たに平成25年４月よりVerbatim®（バーベイタ

ム）ブランドの光ディスク等の製品販売を開始しました。

　部門別売上高

部 門
売上高
(百万円)

前期比
(％)

主な製品・商品内容

増設メモリボード 2,449 80.7
増設メモリボード、メモリカード、
ＵＳＢフラッシュメモリ 等

ス ト レ ー ジ 13,319 90.2
ＨＤＤ、ＭＯ、ＤＶＤ、
Ｂｌｕ－ｒａｙ Ｄｉｓｃ 等

液 晶 5,257 90.9 パソコン用液晶ディスプレイ 等

周 辺 機 器 7,335 79.7
ネットワーク関連製品、マルチメディア
製品、デジタル情報家電関連製品 等

特 注 製 品 4,015 114.8 ＯＥＭ製品 等

そ の 他 4,293 190.3 当社取扱い商品 等

合 計 36,671 95.1
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　(2) 設備投資の状況

　当社グループの当連結会計年度の設備投資額は１億25百万円であり、

その主な内容は研究・開発設備および社内インフラ整備に伴う投資であ

ります。

　(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

　(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務

の承継の状況

　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分

の状況

　該当事項はありません。

　(8) 財産および損益の状況の推移

区 分
第35期

21/７-22/６
第36期

22/７-23/６
第37期

23/７-24/６
第38期

24/７-25/６

売 上 高（百万円) 44,632 45,344 38,551 36,671

経 常 利 益（百万円)
(△ 経 常 損 失)

350 △ 429 368 533

当 期 純 利 益（百万円)
(△ 当 期 純 損 失)

566 △ 601 364 　△ 356

１株当たり当期純利益（円)
(△１株当たり当期純損失)

41.26 △ 44.02 27.18 △ 26.64

総 資 産（百万円) 30,464 26,032 24,757 26,654

純 資 産（百万円) 17,845 17,154 17,766 18,280
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　(9) 対処すべき課題

　今後の経営環境につきましては、新政権の各種政策効果により、円高

修正や株価の回復が進み、景気の持ち直し基調は続くと思われますが、

円安進展による輸入品コストやエネルギーコストの上昇、また海外経済

の減速懸念の高まりから、景気の先行きは予断を許さぬ状況が継続する

ものと思われます。

　当社グループに関係するデジタル家電市場におきましても、引続きパ

ソコン増設需要には力強さが見られず、ＴＶ関連も低迷が続く厳しい局

面が予測されます。しかしながら、一方では、スマートフォンやタブレ

ット端末の普及は本格期を迎え、これらスマートデバイスとＴＶや家電、

オフィスの業務システム等が融合し、新たなデジタルライフスタイルが

生まれつつあり、周辺機器の提案機会と市場の拡大が期待されておりま

す。

　こうした状況のもと、当社グループは、成長性と安定的な収益性の確

立を目指し、新しいデジタルライフやビジネスシーンを支える魅力的な

製品・サービスの拡充を加速し、積極的に需要を創造してまいります。

また、業種、地域別等の市場の特性に応じた綿密な事業展開と営業強化

を通じて、パソコン周辺分野の需要低迷と販売価格の下落による減収基

調からの反転を目指してまいります。円安にともなう部品価格の上昇も

懸念されますが、当連結会計年度に実施した経営合理化効果による吸収

の他、一層の原価低減とローコストオペレーションの追求、採算性を重

視した事業展開を推し進め、収益力の向上を図ってまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜

りますようお願い申し上げます。
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(10) 主要な事業内容 （平成25年６月30日現在）

①電子計算機装置および周辺機器装置の開発、製造、販売

②ソフトウェアの開発、調査、販売

③自動制御電子機器の開発、製造、販売

④上記に付帯する一切の業務

(11) 主要な営業所および工場 （平成25年６月30日現在）

　 ①当社

　本社・工場：石川県金沢市

　営 業 所：東京（東京都千代田区）

　 大阪（大阪市中央区)、札幌（札幌市北区）

　 仙台（仙台市宮城野区)、名古屋（名古屋市中区）

　 広島（広島市中区)、福岡（福岡市中央区）

　 ②子会社

国 内 ：ＩＴＧマーケティング株式会社（東京都港区）

　海 外 ：國際艾歐資訊股份有限公司（台湾）

　 艾歐資訊横山(香港)有限公司（中国）

　 I-O DATA America,Inc.（米国）

(12) 従業員の状況 （平成25年６月30日現在）

　 ①企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

　447名 129名減

(注) 従業員数は就業人員であります。

　 ②当社の従業員の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

406名 135名減 　 37.4歳 12年1ヶ月

(注) 従業員数は就業人員であり、出向社員は含まれておりません。
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(13) 主要な借入先 （平成25年６月30日現在）

該当する借入先はありません。

(14) 重要な親会社および子会社の状況

　 ①重要な親会社の状況

　 該当事項はありません。

　 ②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の議決権

比率
主要な事業内容

國際艾歐資訊股份有限公司
千台湾ドル

50,000 100.00
％

デジタル家電周辺機器の製造・販売

艾歐資訊横山(香港)有限公司
千香港ドル

2,550
―

(注) 1
デジタル家電周辺機器の製造・販売

I-O DATA America，Inc.
千ＵＳドル

100 100.00
％

情 報 収 集

ＩＴＧマーケティング株式会社
百万円

81 61.11
％

デジタル家電周辺機器の販売

(注) 1. 艾歐資訊横山(香港)有限公司の株式については、子会社である國際艾歐資訊股

份有限公司が50.00％所有し、関連会社であるI-O & YT Pte.Ltd.が50.00％所有

しております。

2. 子会社であるI-O DATA America,Inc.は、情報収集を主としており、実質的な営

業活動を行っておりません。

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

　(1) 発行可能株式総数 41,000,000株

　(2) 発行済株式の総数 14,839,349株 （うち、自己株式1,604,352株）

　(3) 株主数 7,707名

　(4) 大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

細 野 昭 雄 4,514,643 株 34.11 ％

細 野 幸 江 763,780 5.77

株 式 会 社 北 國 銀 行 306,662 2.32

有 限 会 社 ト レ ン ト 269,675 2.04

三 菱 化 学 メ デ ィ ア 株 式 会 社 200,000 1.51

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 153,331 1.16

前 沢 昇 100,000 0.76

津 賀 暢 90,900 0.69

株式会社北国クレジットサービス 81,400 0.62

加 賀 電 子 株 式 会 社 76,000 0.57

(注) 1. 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式数を減じた株式数（13,234,997株）

を基準に算出しております。

2. 当社は、平成25年６月30日現在、自己株式を1,604,352株保有しておりますが、

上記から除外しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

　(1) 取締役および監査役の状況

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 細 野 昭 雄

社団法人石川県情報システム工業会 顧問
國際艾歐資訊股份有限公司 代表取締役
ＩＴＧマーケティング株式会社 取締役
有限会社トレント 代表取締役

専 務 取 締 役 池 田 信 夫 國際艾歐資訊股份有限公司 取締役

取 締 役 川 田 浩 執行役員 コンシューマ営業部部長

取 締 役 濵 田 尚 則 執行役員 ＣＳ部部長

取 締 役 新 田 義 廣
株式会社東芝 社友
加賀電子株式会社 顧問

常 勤 監 査 役 池 田 雅 勝

監 査 役 水 谷 章
弁護士
水谷章法律事務所 所長

監 査 役 松 木 浩 一
公認会計士・税理士
松木公認会計士・税理士事務所 所長
小松ウオール工業株式会社 社外監査役

監 査 役 横 本 篤 株式会社北國銀行 執行役員市場金融部長

(注) 1. 取締役 新田義廣氏は、社外取締役であります。

2. 監査役 水谷章氏、松木浩一氏および横本篤氏は、社外監査役であります。

3. 取締役 新田義廣氏は、金融商品取引所の定めに基づく独立役員であります。

4. 平成25年７月１日付の組織変更により、役員の状況は以下のとおりとなってお

ります。

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取 締 役 川 田 浩 執行役員 新規事業開拓担当

取 締 役 濵 田 尚 則 執行役員 営業部部長

5. 監査役 松木浩一氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務および会

計に関する相当程度の知見を有しております。
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　(2) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支給人員 支給額

取 締 役 5
名

56,800
千円

（うち社外取締役） (1) (2,800)

監 査 役 4 11,394

（うち社外監査役） (3) (4,320)

合 計 9 68,194

(注) 1. 役員報酬限度額は、平成８年９月26日開催の第21期定時株主総会において、取

締役分が年額120,000千円以内、監査役分が年額15,000千円以内と決議いただい

ております。

2. 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与および賞与相当額を10,909千円支

給しております。

　(3) 社外役員に関する事項

①重要な兼職の状況ならびに当該兼職先との関係

区 分 氏 名 兼職先 兼職内容 当該兼職先との関係

取締役 新田義廣

株式会社東芝 社 友 加賀電子株式会社は、当社
株式76,000株（保有比率
0.57%）を保有する株主で
あります。その他重要な取
引関係等はありません。

加賀電子株式会社 顧 問

監査役 水谷 章 水谷章法律事務所 所 長
重要な取引関係等はありま
せん。

監査役 松木浩一

松木公認会計士
・税理士事務所

所 長
重要な取引関係等はありま
せん。

小松ウオール工業株式会社 社外監査役

監査役 横本 篤 株式会社北國銀行
執行役員
市場金融部長

株式会社北國銀行は当社の
主要取引銀行であります。
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②当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取締役 新田義廣
当事業年度に開催した取締役会12回全てに出席し、議案・審
議等につき、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識か
ら、適宜、必要な発言を行っております。

監査役 水谷 章

当事業年度に開催した取締役会12回のうち11回、また、監査
役会12回のうち11回に出席し、議案・審議等につき、主に弁
護士として企業法務の専門的な見地から、適宜、必要な発言
を行っております。

監査役 松木浩一

当事業年度に開催した取締役会12回全て、また、監査役会12
回全てに出席し、議案・審議等につき、主に公認会計士・税
理士としての経験および知見に基づく専門的な見地から、適
宜、必要な発言を行っております。

監査役 横本 篤

当事業年度に開催した取締役会12回のうち11回、また、監査
役会12回のうち11回に出席し、議案・審議等につき、金融機
関における長年の業務経験と豊富な知見から、適宜、必要な
発言を行っております。

③責任限定契約の内容の概要

　当社は、全ての社外取締役および社外監査役との間で、会社法第427条

第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度

額は、法令が定める最低責任限度額となります。
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５．会計監査人に関する事項

　(1) 会計監査人の名称

　有限責任監査法人トーマツ

　(2) 会計監査人に対する報酬等の額

①当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 26百万円

②当社および当社の連結子会社が会計監査人に支払う

　べき報酬等の合計額 26百万円

(注) 1. 当社は、会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区

分できないため、上記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

2. 当社の重要な子会社のうち、國際艾歐資訊股份有限公司、艾歐資訊横山（香

港）有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国

におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査（会社法

または金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む。）の規

定によるものに限る。）を受けております。

　(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社都合の場合のほか、会計監査人について会社法・公認会計士法等

の法令に違反・抵触する行為または公序良俗に反する行為その他の事項

を総合的に勘案し、必要と認めた場合には、監査役会の同意を得たうえ

で、または監査役会の請求に基づいて、解任または不再任の議案を株主

総会に提出いたします。また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に

定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき

監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し

た監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査

人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

①企業価値の向上と、社会の一員として信頼される企業となるため、法

令・定款及び社会規範の遵守を経営の根幹に置き、その行動指針とし

て、「アイ・オー・データ機器 行動憲章」及び「アイ・オー・データ

機器 行動規範」を定め、取締役及び使用人はこれに従って、職務の執

行にあたるものとする。

②取締役を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプ

ライアンス上の重要な問題の審議とともに、コンプライアンス体制の

維持・向上を図り、啓発・教育を行う。

③違反行為等の早期発見と是正を目的とする報告体制として、コンプラ

イアンス委員長、事務局及び社外監査役を情報受領者とする「コンプ

ライアンス・ヘルプライン」を構築し、効果的な運用を図る。

④「アイ・オー・データ機器 行動規範」において、社会の秩序や安全に

脅威を与える反社会的勢力とは、毅然とした態度で一切の関係を遮断

することを定め、不当要求等に対しては、警察や弁護士等の外部専門

機関と緊密に連携し、組織的に対応するものとする。

⑤社長直轄とする監査室を置き、各部門の業務執行及びコンプライアン

スの状況等について定期的に監査を実施し、その結果を社長及び常勤

監査役に報告する。

　(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」等の社内

規程に基づき、文書または電磁的媒体に記録し、適切かつ確実に保存

及び管理する。取締役及び監査役は、適時これらの情報を閲覧できる

ものとする。
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　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①「リスク管理規程」により経営活動上のリスク管理に関する基本方針及

び体制を定め、これに基づくリスク管理体制を整備、構築することに

よって適切なリスク対応を図る。

②経営活動上のリスクとして、市場関連リスク・信用リスク・品質リス

ク・コンプライアンスリスク・海外カントリーリスク等を認識し、そ

のリスクカテゴリー毎の把握と対応管理責任者の体制を整備する。

③社長室が全体のリスクの統括管理を担当することで、リスク情報を集

約し、内部統制と一体化したリスク管理を推進する。また、重大な事

態が生じた場合には迅速な危機管理対策が実施出来る体制を整備する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①市場環境変化に対する迅速な意思決定を図るため、執行役員制度を導

入し、職務執行権限と責任を執行役員へ委譲する。

②取締役会は、原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目についての意

思決定を行うとともに、執行役員以下の職務執行の状況を監督する。

③取締役、常勤監査役、執行役員及び部長職で構成する経営会議を原則

毎週１回開催し、業務執行上の重要課題について報告・検討を行う。

④取締役、執行役員及びその他使用人の職務分掌と権限を社内規程で明

確にし、適正かつ効率的に職務が行われる体制を確保する。

(5) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

①「関係会社管理規程」等の社内規程に従い、子会社管理を管掌する部長

を置き、子会社の取締役の執行を監視・監督する。

②子会社の経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役会

に報告し、承認を得て行うこととする。

③定期的に子会社と連絡会議を開催し、グループ間の情報共有、意思疎

通及びグループ経営方針の統一化を図る。
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④当社の監査室は、定期的に子会社の業務監査、内部統制監査等を実施

し、その結果を社長及び常勤監査役に報告する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人は、監査室及び管理部門に所属する

者の中から配置し、職務を兼務するものとする。

　(7) 監査役を補助する使用人の独立性に関する事項

監査役の職務を補助する使用人の任命、異動、人事考課、処罰等につ

いては、監査役会の意見を聴取し、尊重するものとする。また、監査

役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、

取締役及び上長等の指揮命令を受けないものとする。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役へ

の報告に関する体制

取締役及び使用人は、「監査役会規程」及び「監査役監査基準」に従

い、各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うとともに、

次のような緊急事態が発生した場合には、遅滞なく報告するものとす

る。

1）当社の経営上に重大な影響を及ぼすおそれのある法律上または財務

上に係る諸問題

2）その他当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事象

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役と社長及び他の取締役との間で適宜に意見交換会を開催する。

②監査室は、監査役との間で、事業年度毎の内部監査計画を協議すると

ともに、適宜に内部監査結果及び指摘・提言事項等についての協議及

び意見交換をするなど、常に連携を図るものとする。

③監査役及び監査室は、会計監査人との間でも情報交換等の連携を図っ

ていくものとする。
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社企業グループは、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の

一つと考え、安定的な配当の継続を基本としながら、連結業績と財務状況

ならびに今後の事業拡大や企業体質の強化に係る投資等を総合的に勘案し、

実施することとしております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 1. 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨て、比率については四捨五入

としております。

2. 売上高等の記載金額には消費税等は含まれておりません。

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年08月23日 18時14分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.40 20120314_01）



連 結 貸 借 対 照 表
(平成25年６月30日現在)

(単位 百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 20,851 流 動 負 債 7,801

現 金 及 び 預 金 4,794 支払手形及び買掛金 5,791

受取手形及び売掛金 7,890 未 払 法 人 税 等 132

商 品 及 び 製 品 5,018 ポイント引当金 20

原材料及び貯蔵品 1,526 事業構造改善引当金 19

繰 延 税 金 資 産 272 そ の 他 1,837

デリバティブ債権 873 固 定 負 債 572

そ の 他 488 役員退職慰労引当金 110

貸 倒 引 当 金 △13 リサイクル費用引当金 324

固 定 資 産 5,803 製品保証引当金 98

有 形 固 定 資 産 3,823 そ の 他 38

建 物 及 び 構 築 物 841 負 債 合 計 8,373

土 地 2,880 純 資 産 の 部

そ の 他 100 株 主 資 本 17,587

無 形 固 定 資 産 134 資 本 金 3,588

投資その他の資産 1,846 資 本 剰 余 金 4,228

投 資 有 価 証 券 882 利 益 剰 余 金 10,771

繰 延 税 金 資 産 179 自 己 株 式 △1,000

そ の 他 796 その他の包括利益累計額 432

貸 倒 引 当 金 △11 その他有価証券評価差額金 47

繰延ヘッジ損益 521

為替換算調整勘定 △136

少数株主持分 261

純 資 産 合 計 18,280

資 産 合 計 26,654 負 債 ・ 純 資 産 合 計 26,654
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

(単位 百万円)

売 上 高 36,671

売 上 原 価 30,554

売 上 総 利 益 6,116

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,491

営 業 利 益 624

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11

仕 入 割 引 82

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 53

助 成 金 収 入 47

そ の 他 67 262

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

売 上 割 引 93

為 替 差 損 227

そ の 他 32 353

経 常 利 益 533

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2

会 員 権 評 価 損 2

事 業 構 造 改 善 費 用 412 416

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 116

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 131

法 人 税 等 調 整 額 295 426

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 310

少 数 株 主 利 益 46

当 期 純 損 失 356
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

(単位 百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,588 4,228 11,194 △941 18,070

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △66 ― △66

当 期 純 損 失 ― ― △356 ― △356

自己株式の取得 ― ― ― △59 △59

自己株式の処分 ― ― ― 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △423 △59 △482

当 期 末 残 高 3,588 4,228 10,771 △1,000 17,587

(単位 百万円)

その他の包括利益累計額

少数株主持分その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

当 期 首 残 高 4 △39 △450 181

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ―

当 期 純 損 失 ― ― ― ―

自己株式の取得 ― ― ― ―

自己株式の処分 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

43 560 313 79

当 期 変 動 額 合 計 43 560 313 79

当 期 末 残 高 47 521 △136 261
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連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

1. 連結の範囲に関する事項

　 子会社は、すべて連結しております。

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称 國際艾歐資訊股份有限公司

艾歐資訊横山（香港）有限公司

I-O DATA America,Inc.

ITGマーケティング株式会社

2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数 ３社

関連会社の名称 I-O & YT Pte.Ltd.

株式会社デジオン

クリエイティブ・メディア株式会社

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

　(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品・製 品 総平均法による原価法

仕掛品・原材料 (貸借対照表価額については収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定）

　(4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法

なお、当社は、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりであります。

　 建物及び構築物 ３～50年

無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。
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　(5) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ポイント引当金 顧客に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当連結会計年

度末における将来利用見込額を計上しております。

事業構造改善引当金 事業構造改善に伴い発生する損失に備えるため、発生見込額を計上

しております。

役員退職慰労引当金 当社役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に

基づく要支給額を計上しております。

なお、当社は平成17年９月28日開催の定時株主総会終結の時をもっ

て、役員退職慰労金制度を廃止し、同日までの役員の在任期間に対

する退職慰労金を支給することとしております。これにより同日以

降の役員退職慰労引当金の繰入は行っておりません。

リサイクル費用引当金 リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の支出に備えるため、売

上台数を基準として支出見込額を計上しております。

製品保証引当金 製品販売後に発生する保証修理の費用支出に備えるため、過去の実

績に基づき発生見込額を計上しております。

　(6) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物等為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける少数株主持分及び為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　(7) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 通貨オプション、為替予約に係る評価損益は、繰延ヘッジ処理によ

っております。

ヘッジ手段 通貨オプション、為替予約

ヘッジ対象 外貨建予定取引等の一部

ヘッジ方針 取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに基づき、外貨建取

引の為替変動によるリスクの軽減・相殺を目的として、ヘッジを行

うことを原則としております。

なお、取引の契約先は信用度の高い銀行等に限定されており、相手

先の契約不履行によるリスクはほとんどないと判断しております。

　(8) 消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年７月１日以

後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。この変更に伴う、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であ

ります。

表示方法の変更

従来、有償保守サービスに係る受領済み対価は「流動資産」の「受取手形及び売掛金」から控除

して計上(前連結会計年度610百万円)しておりましたが、当連結会計年度より「流動負債」の「その

他」に計上(当連結会計年度791百万円)する方法に変更しております。

　この変更は、有償保守サービスの契約高の金額的な重要性が増加しているため、契約状況をより

適切に表示するために行ったものであります。

注記事項

(連結貸借対照表関係)

有形固定資産の減価償却累計額 3,634百万円

(連結損益計算書関係)

1. 一般管理費に含まれる研究開発費 835百万円

2. 事業構造改善費用

　 当社の希望退職者の募集及び事務所移転に伴う費用であり、内訳は次のとおりであります。

特別加算金及び再就職支援費用 361百万円

事務所移転費用 48百万円

その他 2百万円

(連結株主資本等変動計算書関係)

1. 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 14,839,349 － － 14,839,349

2. 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 1,440,102 164,300 50 1,604,352

(注) 1. 自己株式の増加164,300株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得
による増加であります。

2. 自己株式の減少50株は、単元未満株式の買増請求に対する売渡による減少であります。

3. 剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　 平成24年９月26日開催の第37期定時株主総会決議による配当に関する事項

　 ・配当金の総額 66百万円

　 ・１株当たり配当金額 ５円

　 ・基準日 平成24年６月30日

　 ・効力発生日 平成24年９月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 当連結会計年度に属する配当は、無配のため該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動）

　たな卸資産評価損 167百万円

　売上値引 191百万円

　未払費用 76百万円

　繰延ヘッジ損失 11百万円

　繰越欠損金 170百万円

　その他 351百万円

　 繰延税金資産小計 967百万円

　 評価性引当額 △206百万円

　 繰延税金資産合計 761百万円

繰延税金負債（流動）

　繰延ヘッジ利益 △327百万円

　在外関係会社の留保利益 △177百万円

　その他 △14百万円

　 繰延税金負債合計 △519百万円

　 繰延税金資産の純額 241百万円

繰延税金資産（固定）

　減価償却限度超過額 339百万円

　保証修理費 100百万円

　役員退職慰労引当金 39百万円

　リサイクル費用引当金 115百万円

　製品保証引当金 35百万円

　繰越欠損金 440百万円

　その他 226百万円

　 繰延税金資産小計 1,297百万円

　 評価性引当額 △996百万円

　 繰延税金資産合計 301百万円

繰延税金負債（固定）

　固定資産圧縮積立金 △121百万円

　その他 △0百万円

　 繰延税金負債合計 △121百万円

　 繰延税金資産の純額 179百万円
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(金融商品関係)

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当企業グループは、パソコン周辺機器の開発製造販売事業を行うための設備投資計画に照らし

て、必要に応じて資金を調達することとしております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で

運用し、また、短期的な運転資金は自己資金及び銀行借入により調達しています。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバ

ルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒され

ております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、

市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。また、その一部

には、原材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、先

物為替予約を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

先物為替予約取引及び通貨オプションであります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッ

ジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類作成のた

めの基本となる重要な事項等」に記載されている「(7)重要なヘッジ会計の方法」をご覧くださ

い。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、営業部門及び財務担当部門が主要な取引先の

状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債

権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の

高い金融機関とのみ取引を行っております。

当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産

の貸借対照表価額により表わされています。

　② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原

則として先物為替予約及び通貨オプションを利用してヘッジしております。なお、為替相場の状

況により、輸入に係る予定取引により確実に発生すると見込まれる外貨建営業債務に対する先物

為替予約及び通貨オプションを行っております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた資金調達運用規程に基づき、経理担

当部門が取引を行い、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。月次の取引実績は、経営

会議に報告しております。

　③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性を高く維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「２. 金融商品

の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体

がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(5) 信用リスクの集中

当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち32.8％が特定の大口顧客に対するもの

であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成25年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま

せん((注２)を参照ください。)。

(単位：百万円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 4,794 4,794 ―

(2) 受取手形及び売掛金 7,890 7,890 ―

(3) 有価証券及び投資有価

　 証券
549 549 ―

資産計 13,235 13,235 ―

(1) 支払手形及び買掛金 5,791 5,791 ―

負債計 5,791 5,791 ―

デリバティブ取引(※)

(1) ヘッジ会計が適用され

ていないもの(※)
(2) (2) ―

(2) ヘッジ会計が適用され

ているもの(※)
837 837 ―

デリバティブ取引計 835 835 ―

(※) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、( )で表示しております。

― 26 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年08月23日 18時14分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.40 20120314_01）



(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は金融機関から提示された価

格によっております。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

デリバティブ取引

(1) ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの連結決

算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時

価の算定方法は、次のとおりであります。

　通貨関連

(単位：百万円)

種類 契約額等
契約額等の

うち１年超
時価 評価損益

市場取引以外

の 取 引

為替予約取引

買建

米ドル 593 ― △2 △2

合計 593 ― △2 △2

(注) 時価の算定方法
取引先金融機関からの提示された価格等に基づき算定しております。
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(2) ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日

における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。

　通貨関連

(単位：百万円)

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等

主なヘッジ

対象
契約額

契約額のうち

１年超
時価

原則的処理

為替予約取引

買建

米ドル 買掛金 1,107 ― 0

オプション取引

買建

米ドル 買掛金 5,938 2,911 836

合計 7,046 2,911 837

(注) 1. オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプション

が一体の契約のため、一括して記載しております。

2. 時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 36

非上場の関係会社株式 494

合計 530

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。

(１株当たり情報)

1. １株当たり純資産額 1,361円53銭

2. １株当たり当期純損失 26円64銭
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貸 借 対 照 表
(平成25年６月30日現在)

(単位 百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 18,166 流 動 負 債 6,673

現 金 及 び 預 金 3,310 支 払 手 形 1,859

受 取 手 形 528 買 掛 金 2,970

売 掛 金 6,865 未 払 金 599

有 価 証 券 197 未 払 費 用 254

商 品 及 び 製 品 4,620 未 払 法 人 税 等 37

原材料及び貯蔵品 1,088 前 受 金 29

仕 掛 品 2 預 り 金 17

前 払 費 用 101 前 受 収 益 792

繰 延 税 金 資 産 392 デリバティブ債務 38

デリバティブ債権 873 ポ イ ン ト 引 当 金 20

未 収 入 金 101 事業構造改善引当金 19

そ の 他 97 そ の 他 33

貸 倒 引 当 金 △ 12 固 定 負 債 572

固 定 資 産 5,820 役員退職慰労引当金 110

有 形 固 定 資 産 3,819 リサイクル費用引当金 324

建 物 829 製 品 保 証 引 当 金 98

構 築 物 9 資 産 除 去 債 務 15

車 両 運 搬 具 5 そ の 他 22

工 具 器 具 備 品 93 負 債 合 計 7,245

土 地 2,880 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 133 株 主 資 本 16,172

ソ フ ト ウ ェ ア 120 資 本 金 3,588

電 話 加 入 権 11 資 本 剰 余 金 4,228

そ の 他 0 資 本 準 備 金 1,000

投資その他の資産 1,867 その他資本剰余金 3,228

投 資 有 価 証 券 388 利 益 剰 余 金 9,356

関 係 会 社 株 式 528 その他利益剰余金 9,356

長 期 前 払 費 用 59 固定資産圧縮積立金 221

繰 延 税 金 資 産 179 別 途 積 立 金 9,500

保 証 金 202 繰越利益剰余金 △365

保 険 積 立 金 502 自 己 株 式 △ 1,000

そ の 他 8 評 価 ・ 換 算 差 額 等 569

その他有価証券評価差額金 47

繰延ヘッジ損益 521

純 資 産 合 計 16,741

資 産 合 計 23,987 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,987
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損 益 計 算 書

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

(単位 百万円)

売 上 高 35,095

売 上 原 価 29,855

売 上 総 利 益 5,240

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,132

営 業 利 益 107

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 96

仕 入 割 引 81

助 成 金 収 入 47

そ の 他 63 290

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

売 上 割 引 93

為 替 差 損 10

そ の 他 32 136

経 常 利 益 261

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 2

会 員 権 評 価 損 2

事 業 構 造 改 善 費 用 412 416

税 引 前 当 期 純 損 失 154

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 33

法 人 税 等 調 整 額 269 303

当 期 純 損 失 457
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株主資本等変動計算書

（自 平成24年７月１日
至 平成25年６月30日）

(単位 百万円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金

当 期 首 残 高 3,588 1,000 3,228

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ―

当 期 純 損 失 ― ― ―

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ―

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ―

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

― ― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―

当 期 末 残 高 3,588 1,000 3,228

(単位 百万円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 222 9,300 358 △941 16,756

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △66 ― △66

当 期 純 損 失 ― ― △457 ― △457

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △59 △59

自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― 0 0

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△0 ― 0 ― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ― 200 △200 ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

― ― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 △0 200 △724 △59 △584

当 期 末 残 高 221 9,500 △365 △1,000 16,172
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(単位 百万円)

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

当 期 首 残 高 4 △39

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ―

当 期 純 損 失 ― ―

自 己 株 式 の 取 得 ― ―

自 己 株 式 の 処 分 ― ―

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

43 560

当 期 変 動 額 合 計 43 560

当 期 末 残 高 47 521
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重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

　時価のないもの 移動平均法による原価法

2. デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品・製 品 総平均法による原価法

仕掛品・原材料 (貸借対照表価額については収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定)

4. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりであります。

　 建物 ５～50年

　 工具器具備品 ２～20年
無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

5. 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。
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6. 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
ポイント引当金 顧客に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当事業年度末

における将来利用見込額を計上しております。

事業構造改善引当金 事業構造改善に伴い発生する損失に備えるため、発生見込額を計上

しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づ

く要支給額を計上しております。

なお、平成17年９月28日開催の定時株主総会終結の時をもって、役

員退職慰労金制度を廃止し、同日までの役員の在任期間に対する退

職慰労金を支給することとしております。これにより同日以降の役

員退職慰労引当金の繰入は行っておりません。

リサイクル費用引当金 リサイクル対象製品等の回収及び再資源化の支出に備えるため、売

上台数を基準として支出見込額を計上しております。

製品保証引当金 製品販売後に発生する保証修理費用に備えるため、過去の実績に基

づき発生見込額を計上しております。

7. 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 通貨オプション、為替予約に係る評価損益は、繰延ヘッジ処理によ

っております。

ヘッジ手段 通貨オプション、為替予約

ヘッジ対象 外貨建予定仕入取引の一部

ヘッジ方針 取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに基づき、外貨建取

引の為替変動によるリスクの軽減・相殺を目的として、ヘッジを行

うことを原則としております。

なお、取引の契約先は信用度の高い銀行等に限定されており、相手

先の契約不履行によるリスクはほとんどないと判断しております。

8. 消費税等（消費税及び地方消費税）の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年７月１日以後に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴う、

営業利益、経常利益及び税引前当期純損失に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更

従来、有償保守サービスに係る受領済み対価は「流動資産」の「売掛金」から控除して計上(前事

業年度610百万円)しておりましたが、当事業年度より「流動負債」の「前受収益」として区分して

計上(当事業年度791百万円)する方法に変更しております。

　この変更は、有償保守サービスの契約高の金額的な重要性が増加しているため、契約状況をより

適切に表示するために行ったものであります。

注記事項

(貸借対照表関係)

1. 関係会社に対する短期金銭債権 57百万円

　 関係会社に対する短期金銭債務 856百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,617百万円

3. 保証債務

　 國際艾歐資訊股份有限公司 7百万円

（うち外貨建 7万米ドル）

(損益計算書関係)

1. 関係会社に対する売上高 0百万円

　 関係会社に対する仕入高等 12,302百万円

　 関係会社に対する営業取引以外の取引高 115百万円

2. 一般管理費に含まれる研究開発費 835百万円

3. 事業構造改善費用

　 当社の希望退職者の募集及び事務所移転に伴う費用であり、内訳は次のとおりであります。

特別加算金及び再就職支援費用 361百万円

事務所移転費用 48百万円

その他 2百万円

(株主資本等変動計算書関係)

　 自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 1,440,102 164,300 50 1,604,352

(注) 1. 自己株式の増加164,300株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得
による増加であります。

2. 自己株式の減少50株は、単元未満株式の買増請求に対する売渡による減少であります。
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(税効果会計関係)

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産（流動）

　たな卸資産評価損 162百万円

　売上値引 179百万円

　未払費用 72百万円

　繰延ヘッジ損失 11百万円

　繰越欠損金 170百万円

　その他 343百万円

　 繰延税金資産小計 940百万円

　 評価性引当額 △206百万円

　 繰延税金資産合計 734百万円

繰延税金負債（流動）

　繰延ヘッジ利益 △327百万円

　その他 △14百万円

　 繰延税金負債合計 △341百万円

　 繰延税金資産の純額 392百万円

繰延税金資産（固定）

　減価償却限度超過額 339百万円

　保証修理費 100百万円

　役員退職慰労引当金 39百万円

　関係会社株式評価損 63百万円

　リサイクル費用引当金 115百万円

　製品保証引当金 35百万円

　繰越欠損金 440百万円

　その他 223百万円

　 繰延税金資産小計 1,358百万円

　 評価性引当額 △1,057百万円

　 繰延税金資産合計 301百万円

繰延税金負債（固定）

　固定資産圧縮積立金 △121百万円

　その他 △0百万円

　 繰延税金負債合計 △121百万円

　 繰延税金資産の純額 179百万円
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(関連当事者情報)

　関連当事者との取引

(1) 親会社及び法人主要株主等

　 該当事項はありません。

(2) 子会社及び関連会社等

属性 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
國際艾歐資訊
股份有限公司

100.0

当社製品の部
品調達及び当
社製品の一部
販売
役員の兼任

原材料の購入 10,500 買掛金 656

　取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 1. 原材料の購入については、価格その他の取引条件は市場実勢を勘案し、価格交渉の上決定

しております。

2. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

(3) 兄弟会社等

　 該当事項はありません。

(4) 役員及び個人主要株主等

　 該当事項はありません。

(１株当たり情報)

1. １株当たり純資産額 1,264円93銭

2. １株当たり当期純損失 34円20銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成25年８月７日

株式会社アイ・オー・データ機器

　 取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 由 水 雅 人 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 髙 村 藤 貴 ㊞

　
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アイ・オー・データ機器の平成
24年７月１日から平成25年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重
要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社アイ・オー・データ機器及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成25年８月７日

株式会社アイ・オー・データ機器

　 取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 由 水 雅 人 ㊞

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 髙 村 藤 貴 ㊞

　
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アイ・オー・データ機器
の平成24年７月１日から平成25年６月30日までの第38期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書
について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成24年７月１日から平成25年６月30日までの第38期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努
めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用
の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及
びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等
変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書及び連
結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。

２．監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成25年８月８日
株式会社 アイ・オー・データ機器 監査役会

常勤監査役 池 田 雅 勝 ㊞
監 査 役 水 谷 章 ㊞
監 査 役 松 木 浩 一 ㊞
監 査 役 横 本 篤 ㊞

(注) 監査役水谷章、監査役松木浩一及び監査役横本篤は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であ

ります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つとして認識

しており、業績および財務状況等を総合的に勘案し、安定的な配当を行

うことを基本方針としております。しかしながら、当期業績につきまし

ては、誠に遺憾ながら当期純損失を計上するに至りましたことから、配

当金につきましては誠に申し訳ありませんが、無配とさせていただきた

いと存じます。また、剰余金の処分につきましては、今後の経営環境を

勘案して以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 減少する剰余金の項目およびその額

　 別途積立金 400,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目およびその額

　 繰越利益剰余金 400,000,000円
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第２号議案 取締役６名選任の件

　取締役５名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となり

ますので、取締役５名の再任と、経営体制の一層の強化を図るため新た

に取締役１名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

１
細　野　昭　雄
ほそ の あき お

(昭和19年３月18日)

昭和51年１月 当社設立
代表取締役社長（現任）

4,514,643株 なし

昭和61年４月 社団法人石川県情報システム
工業会会長

平成元年３月 有限会社ホソノ (現 有限会社
トレント) 代表取締役 (現任)

平成５年７月 クリエイティブ・メディア株式
会社代表取締役 (現任)

平成８年１月 國際艾歐資訊股份有限公司
代表取締役 (現任)

平成20年１月 I-O DATA America, Inc.
President (現任)

平成22年４月 社団法人石川県情報システム
工業会顧問（現任）

平成24年３月 ＩＴＧマーケティング株式会社
取締役 (現任）

〔重要な兼職の状況〕

社団法人石川県情報システム工業会顧問

國際艾歐資訊股份有限公司代表取締役

ＩＴＧマーケティング株式会社取締役

有限会社トレント代表取締役
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

２
池　田　信　夫
いけ だ のぶ お

(昭和24年３月15日)

昭和59年６月 当社入社

49,486株 なし

昭和63年10月 当社資材部長

平成元年９月 当社取締役資材部長

平成２年９月 当社常務取締役資材部長

平成８年１月 國際艾歐資訊股份有限公司
取締役（現任）

平成８年９月 当社専務取締役資材部長

平成９年９月 当社専務取締役資材部長兼
管理部門担当

平成10年11月 I-O＆YT Pte.Ltd.取締役（現任)

平成14年１月 艾歐資訊横山（香港）有限公司
取締役（現任）

平成14年７月 当社専務取締役営業部門担当兼
管理部門担当兼海外事業担当

平成16年３月 当社専務取締役営業部門担当兼
海外事業担当

平成17年７月 当社専務取締役海外事業担当

平成18年７月 当社専務取締役海外事業担当兼
生産本部長

平成19年７月 当社専務取締役 (現任)

〔重要な兼職の状況〕

國際艾歐資訊股份有限公司取締役

３
川　田
かわ だ

　 浩
ひろし

(昭和39年２月17日)

平成５年３月 当社入社

500株 なし

平成８年１月 國際艾歐資訊股份有限公司
取締役

平成14年７月 当社資材部長

平成16年７月 当社液晶ディスプレイユニット
ゼネラルマネージャー

平成17年７月 当社営業本部長

平成17年９月 当社取締役営業本部長

平成19年７月 当社取締役執行役員営業本部長

平成21年７月 当社取締役執行役員営業本部長

兼第２開発本部長

平成23年７月 当社取締役執行役員事業戦略部

部長

平成24年７月 当社取締役執行役員コンシューマ
営業部部長

平成25年７月 当社取締役執行役員新規事業
開拓担当（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

４
濵　田　尚　則
はま だ なお のり

(昭和40年９月30日)

平成２年４月 当社入社

900株 なし

平成８年10月 当社営業部東京営業所所長

平成14年７月 当社営業部東日本担当部長
兼 東京営業所所長

平成16年７月 当社営業部部長

平成17年７月 当社営業本部コンシューマ
営業部部長

平成19年７月 当社執行役員ＣＳ部部長

平成23年９月 当社取締役執行役員ＣＳ部
部長

平成25年７月 当社取締役執行役員営業部
部長（現任）

５

※

加　藤　啓　樹
か とう ひろ き

(昭和42年１月16日）

平成10年５月 当社入社

－ なし

平成18年７月 当社経理部経理課課長

平成19年７月 当社管理部経理課課長
國際艾歐資訊股份有限公司
監査役（現任）

平成20年７月 当社管理部経理・財務担当
部長 兼 経理課課長

平成21年７月 当社執行役員管理部部長
兼 財務課課長（現任）

平成24年３月 ＩＴＧマーケティング株式会社
監査役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

國際艾歐資訊股份有限公司監査役

ＩＴＧマーケティング株式会社監査役
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

６
新　田　義　廣
にっ た よし ひろ

(昭和21年９月30日)

昭和44年４月 株式会社東芝入社

－ なし

平成８年６月 津軽東芝音響株式会社
(現 東芝メディア機器株式会社)
取締役社長

平成10年２月 株式会社東芝 記憶情報機器
事業部長

平成12年３月 同社メディアカード事業部長

平成13年４月 同社デジタルメディアネット
ワーク社副社長

平成13年６月 同社常務（デジタルメディア
ネットワーク社副社長）

平成13年11月 同社常務（デジタルメディア
ネットワーク社副社長兼スト
レージデバイス事業部長）

平成14年２月 同社常務（デジタルメディア
ネットワーク社副社長）

平成15年４月 同社常務（デジタルメディア
ネットワーク社社長）

平成15年６月 同社執行役上席常務（デジタル
メディアネットワーク社社長）

平成16年６月 同社執行役上席常務（調達グル
ープ担当）

平成18年６月 モバイル放送株式会社代表
取締役社長 兼 株式会社東芝
顧問

平成21年７月 株式会社東芝顧問

平成22年９月 当社取締役 (現任)

平成23年10月 株式会社東芝社友 (現任)

平成23年12月 加賀電子株式会社顧問 (現任)

〔重要な兼職の状況〕

株式会社東芝社友

加賀電子株式会社顧問

(注)1. ※は新任の取締役候補者であります。

2. 候補者のうち、新田義廣氏は、社外取締役候補者であります。

3. 新田義廣氏は、金融商品取引所の定めに基づく独立役員であります。

4. 新田義廣氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏の経営者としての豊富な経験

と幅広い見識を、当社経営体制の強化に活かしていただくためであります。

5. 新田義廣氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をも

って３年となります。

6. 当社は新田義廣氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を法令が定める最低責任限度額までに限定する契約を締結し

ております。なお、同氏が再任された場合、当該契約は継続されることとなって

おります。

― 45 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2013年08月23日 18時14分 $FOLDER; 45ページ （Tess 1.40 20120314_01）



第３号議案 監査役１名選任の件

　監査役池田雅勝氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了とな

りますので、監査役１名の再任をお願いするものであります。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

当社との
特 別 の
利害関係

池　田　雅　勝
いけ だ まさ かつ

(昭和33年１月14日)

平成元年10月 当社入社

－ なし

平成７年１月 当社管理部原価管理課課長

平成12年１月 当社経営企画室室長補佐兼管理部
原価管理課課長

平成16年３月 当社監査室室長

平成21年９月 当社常勤監査役（現任）

以 上
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〈メ モ 欄〉
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至富山

至福井 至金沢西I.C

至金沢東I.C 至富山

至金沢港

至金石

至観音堂

西念交差点 50ｍ道路

県庁
至武蔵ヶ辻

示野中町
交差点

アトムイオン 第２ビル

エッソ
G.S.

本社

澁谷工業

大豆田橋
交差点

中橋
交差点

至片町

至福井

犀川

桜田郵便局

サンクス

桜田町
交差点 ヤスブン

桜田南公園

ヤマト
運輸

出
光G.S.

８番
ラーメン

アイ・オー・データ
専用駐車場

犀川

北
陸
自
動
車
道

示
野
中
橋

大
豆
田
大
橋

西
口

東
口

金
沢
駅

本社

本
社
第
２
ビ
ル

カ
ジ

マ
ー

ト

ヤ
ス

ブ
ン

　

駐
車

場

マ
ン
シ
ョ
ン

［拡大図］
駐車場は正面専用駐車場をご利用ください。

県
道上安原・昭和町線

第38期定時株主総会会場ご案内図

会場 石川県金沢市桜田町二丁目84番地

本社第２ビル ６階ホール

TEL（076）260-3377

交通 JR北陸本線金沢駅西口より車で約10分

お願い

・会場建物内は禁煙となっておりますので、ご了承のほどお願い申し上げます。
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